















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
たる「正当な理
由」の解釈に関わっての判決であって、出訴期間に係る期間例外理由

















































































































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
処分性拡大事案においても、不教示を原因事実
にやむをえない理由よりも緩やかな






















































































































































































































































（ 1）　拙稿「処分性の要件に関する一考察」洋法61巻 1号（2017年） 1頁以下も参照。
（ 2）　二項道路一括指定事件（最判平成14年 1月17日：民集56巻 1号 1頁）、労災就学援護
費不支給決定事件（最判平成15年 9月 4日：判時1841号89頁）、食品衛生法違反通知事
件（最判平成16年 4月26日：民集58巻 4号989頁）、登録免許税拒否通知事件（最判平成
17年 4月14日：民集59巻 3号491頁）、病院開設中止勧告事件（最判平成17年 7月15日：
民集59巻 6号1661頁）、病院病床数削減勧告事件（最判平成17年10月25日：判時1920号
32頁）、土地区画整理事業計画決定事件（最判平成20年 9 月10日：民集62巻 8 号2029
頁）、保育所廃止条例事件（最判平成21年11月26日：民集63巻 9号2124頁）、有害物質使





















（ 6）　拙稿「処分性拡大論に関する一考察」洋法56巻 3号（2013年） 1頁以下等参照。
（ 7）　さしあたり拙稿「処分性拡大に関する法理」洋法59巻 3号（2016年）269頁以下等参照。








































































































































秋田地判昭和63年 7月18日（行集39巻 7・8号752頁）、仙台高秋田支判平成 2年 7月27





















































































































































（74）　福岡地判昭和39年 4月 7日（訟月10巻 5号765頁）、大阪地判昭和45年 2月25日（訟月
































































































































































































































































（151）　本判決の控訴審、東京高判平成28年 3月 9日（裁判所 HP）は、ほぼ原判決を引用
し、控訴を棄却している。
（152）　東京地判平成27年は、処分性が認められた事例の文脈で、不教示ならびに期間例外
理由――改正前行審法14条の「やむをえない理由」――が争われた事例であったが、反
対に、原告が処分性の肯定を求め、またその文脈で不教示が争われたにもかかわらず、
処分性が認められなかったことから、不教示と期間例外理由が問題とならなかった事例
として、例えば、有害鳥獣捕獲班員認定取消処分事件（大分地判平成25年 9月26日：
LEX/DB 25446400）がある。
　　　本件では、有害鳥獣捕獲班員の認定が、捕獲従事者を確保するための事実上の準備的
行為であり、市と市猟友会との間の合意である協議書によって行われるものにすぎない
70
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から、その認定及び取消しは、形式的意味の法律、条例等法律に準ずるもの、及び法律
又は条例の委任を受けた行政庁の規則等に基づくものということはできず、行政処分に
は該当しないとして、本件訴えを却下した事例である。原告主張の中で、不教示を原因
事実として「正当な理由」（改正後行訴法14条）の適用が主張されていた。
（153）　小林・前掲注（53）312頁。
（154）　法務省ウェブサイト http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00120.htmlよりアクセスでき
るほか、高橋『検証』・前掲注（85）49頁以下にも収録。
（155）　関連して、浜川清「行政訴訟の諸形式とその選択基準」杉村敏正編『行政救済法 1』
（有斐閣、1990年）79頁は、「立法者の意図したほどに現行法は取消訴訟の排他的管轄を
絶対のものとしていない。」との認識に立脚した上で、「取消訴訟の排他的管轄が、国民
の救済に不利益となる場合には、現行法の明文の規定に反しないかぎり、これを緩和す
べく解釈すること」が要請されると指摘する。
（156）　拙稿「処分性の拡大と取消訴訟の排他的管轄」洋法57巻 1号（2013年）51頁以下等
参照。また例えば、前掲注（ 8）で挙げた名古屋高判平成27年11月12日（判時2286号40
頁）では、「裁判所の判断」の最後のほうで、「このほか、例外的に実質的当事者訴訟と
して本件違法確認の訴えを提起する必要性を認めるに足りる事情は見当たらない。」と
判示するところ、本稿の「均衡解釈」論の見地からすれば、例外的にその提起を適法と
して扱うべき事情があったのではないかと考える余地があることになる。
（157）　さしあたり拙稿「処分性拡大に関する法理」洋法59巻 3号（2016年）269頁以下参照。
（158）　拙稿「処分性の要件に関する一考察」洋法61巻 1号（2017年） 1頁以下も参照。
―たかぎ　ひでゆき・法学部准教授―
東洋法学　第61巻第 2号（2017年12月）
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